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オープンカウンター方式による見積合せの公示 

 

次のとおり、オープンカウンター方式による見積合せを実施します。 

令和６年１月22日 

独立行政法人都市再生機構九州支社 

支社長 間瀬 昭一  

 

１ 業務内容 

 (1) 業務件名    令和５年度貴重品運搬警備業務 

 (2) 業務の特質・数量等    仕様書による。 

※なお、仕様書及び契約書（案）は３(1)にて交付するので、交付を希望する場

合は、事前に交付希望日時を３(1)に連絡のうえ、別記様式３秘密保持に関す

る念書を持参すること。なお、交付期限は１月26日（金）とし、平日の10時

から17時まで（土日祝日及び正午から13時の間は除く。）とする。 

 (3) 履行期間    令和６年２月１日から令和７年１月31日まで 

 (4) 見積方法 

見積金額は、総額を記載すること。また、入札金額の内訳を内訳書にて提出する

ものとし、当該内訳書に記載された単価を約定単価とする。 

契約の相手方の決定に当たっては、見積書に記載された金額に当該金額の100分

の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって決定価格とするので、見積書を提出

する者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を見積書に記載する

こと。 

２ 参加資格 

(1) 独立行政法人都市再生機構会計実施細則（平成16年独立行政法人都市再生機構達第

95号）第331条及び第332条の規定に該当する者でないこと。 

(2) 当機構九州地区における令和５・６年度物品購入等の契約に係る競争参加資格にお

いて、業種区分「役務提供」に係る競争参加資格の認定を受けていること。 
(3) 警備業法（昭和47年法律第117号）第2条第1項第3号に規定する警備業務のうち、運

搬中の現金等に係る盗難等の自己の発生を警戒し、防止する業務を行うことについ

て、本件業務の実施場所である福岡県の公安委員会から認定を受けていること。た

だし、競争参加資格申請書提出期限日から落札決定の日までの間に警備業法第49条

の営業停止を本業務の実施場所で受けていないこと。 

(4) 平成24年度以降において、警備業法第2条第1項第3号に規定する警備業務における
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契約実績があること。また、その契約が1年以上継続して履行されているものであり

（現在履行中も含む）、受領した現金を契約相手方が指定する金融機関に期限まで

に持ち込む内容であること。 

(5) 公示日から見積合せ日までの期間に、当機構から本件業務の履行場所を含む区域を

措置対象区域とする指名停止を受けていないこと。 

(6) 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者若しくはこれに準ずる者でない

こと。 

(7) 一般貨物自動車運送事業について、貨物自動車運送事業法（平成元年法律83号）第

3条に定める一般貨物自動車運送事業の許可を受けていること。 

(8) 配置予定運転手については、競争参加資格確認申請書等提出期限の日から起算して

３年前以降重大な違反及び重大な事故(有責のもの)がなく、安全に車両の運行管理

を遂行する事ができること。 

(9) 警備員等の検定等に関する規則（平成17年11月18日国家公安委員会規則第20号）第

2条の表の八項の中欄に掲げる「貴重品運搬警備業務に係る一級検定合格警備員又

は二級検定合格警備員」を履行期間中に2名以上確保できること。 

(10) 貴重品運搬警備業務車両を二台以上保有し、貴重品輸送途中、事故等発生した場

合は、予備車を配車する等遅滞なく適切な対応が可能なこと。 

(11) 日本国内において機構職員が行う立会検査に応じられる者であること。 

(12) 『秘密保持に関する念書』を提出しかつ契約書（案）及び仕様書の交付を受けた

者であること。 

(13) 本公示、仕様書及びオープンカウンター方式による見積合せ説明書等を承諾して

いること。 

３ 見積書等の提出場所等 

 (1) 見積書等の提出場所及び見積手続等に関する問合せ先 

〒810－8610 福岡県福岡市中央区長浜２－２－４ 

独立行政法人都市再生機構 九州支社総務部経理課 

電話 092－722－1012 

 (2) 見積書等の提出期限、提出方法及び提出書類 

   ①提出期限    令和６年１月26日（金） 16時00分 

  ②提出方法    持参又は郵送とする。但し、郵送による場合は書留郵便とし、同日

同時刻必着とする。提出場所は上記(1)と同じ。 

 ③提出書類  

以下の書類について、見積書と同封して提出すること。 

・警備業法（昭和47年法律第117号）第2条第1項第3号及び同法第9条1項に定

める貴重品等運搬業務の許可証の写し 

・一般貨物自動車運送事業について、貨物自動車運送事業法（平成元年法律
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83号）第3条に定める一般貨物自動車運送事業の許可証の写し 

・貴重品運搬警備業務車両の車検証の写し（２台分） 

・貴重品運搬警備業務に係る一級検定合格警備員又は二級検定合格警備員の

合格書の写し（代表者２名分） 

・別記様式１及び別記様式２ 

 (3) 見積合せの日時 

 見積書の提出期限後、遅滞なく実施する。 

 なお、見積参加者の立会は求めない。 

４ その他 

 (1) 契約保証金    免除  

 (2) 契約書作成の要否    要 

 (3) 見積りの無効    本公示に示した競争参加資格のない者のした見積り及び見積り

に関する条件に違反した見積りは無効とする。 

 (4) 契約の相手方の決定方法 

独立行政法人都市再生機構会計規程第52条の規定に基づいて作成された予定価

格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な見積りを行った者を契約の相手方と

する。 

 (5) 競争参加資格の認定を受けていない者の参加 

上記２(2)に掲げる競争参加資格の認定を受けていない者も、上記３(2)により見

積書を提出することができるが、競争に参加するためには、見積書の提出と同時に

当該資格審査に係る申請書を提出し、当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格

の確認を受けなければならない。 

 (6) 仕様書の内容に係る質問等の受付先 

独立行政法人都市再生機構 九州支社総務部経理課 

電話 092－722－1012 

以  上   
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見   積   書 
 

 

 

金      円也（総額・税抜） 

 

ただし、（件名）令和５年度貴重品運搬警備業務                

 

オープンカウンター方式による見積合せ説明書を承諾の上、見積りします。 

 

年  月  日 

 

 

住 所 

氏 名          印 ※1 

 

 

独立行政法人都市再生機構九州支社 

支社長 間瀬 昭一 殿 

 

 

※１ 本件責任者（会社名・部署名・氏名）：                

担 当 者（会社名・部署名・氏名）：                

※２ 連絡先（電話番号）１ ：                     

連絡先（電話番号）２ ：                     

 

※１ 本件責任者及び担当者の記載がある場合は、押印は不要です。 

押印する場合は、本件責任者及び担当者の記載は不要です。 

※２ 連絡先は、事業所等の「代表番号」「代表番号+内線」「直通番号」等を記載。 

個人事業主などで、複数回線の電話番号がない場合は、1回線の記載も可。 
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内訳書 
                        

     令和  年  月  日 

 

住    所 

会 社 名 

代表者名 

 

 

所在地 

委託料 

（月額・税抜） 

(a） 

数量

（月） 

(b) 

 

(a)×(b) 

(C) 

福岡市中央区長浜二丁目２番４号 

九州支社２階（総務部経理課） 
月額     円 12 か月 円 

注）（C）に記載する金額は、見積書の金額と一致するものとする。 

 

                                       

①×10% 

消費税 
② 

  

 

①＋② 

１年間合計 

（税込） 
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表                裏 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※  競争参加資格認定通知書に記載されている登録番号を記載すること。 
   なお、競争参加資格を申請中の者にあっては、「競争参加資格申請中」と記載すること。 

提出された見積書については、開封の前後を問わず、引換え、変更又は取消しをするこ

とができないので注意すること。 
※ 押印を省略する場合は、封筒に「（押印省略）」と朱書きすること。 
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別記様式１ 

警 備 業 務 に お け る 実 績 報 告 書 
 

令和  年  月  日 
独立行政法人都市再生機構九州支社 
支社長 間瀬 昭一 殿 

 
 住    所                
商号又は名称                
代表者氏名                 ㊞ 
担当者氏名                          
所属・電話番号                       

 
  平成24年度以降において、警備業法第2条第1項第3号に規定する警備業務における契

約で、1年以上継続して履行している契約であり（現在履行中含む）、受領した現金を

契約相手方が指定する金融機関に期限内に持ち込む内容である契約を記載してくださ

い。 
 

契約名 実施場所 履行期間 発注者名 

   
 
 

 
 
（添付書類） 
 実績を証明できる書類（各契約書の写し等） 
 ※作成にあたっては、守秘義務にあたる部分について塗りつぶしを可とする。 
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別記様式２ 
業務執行体制報告書 

                          令和  年  月  日 

独立行政法人都市再生機構九州支社 

 支社長 間瀬 昭一 殿 

                      住  所 

                      会 社 名 

                      代表社名              

 

 「令和５年度貴重品運搬警備業務」に関し、下記競争参加資格について、資格を

満たしていることを誓約します。 

 

記 

 

１．独立行政法人都市再生機構会計実施細則（平成16年独立行政法人都市再生機構達第

95号）第331条及び第332条の規定に該当する者でないこと。 

２．警備業法（昭和47年法律第117号）第2条第1項第3号に規定する警備業務のうち、運

搬中の現金等に係る盗難等の自己の発生を警戒し、防止する業務を行うことについ

て、本件業務の実施場所である福岡県の公安委員会から認定を受けていること。た

だし、競争参加資格申請書提出期限日から落札決定の日までの間に警備業法第49条

の営業停止を本業務の実施場所で受けていないこと。 

３．公示日から見積合せ日までの期間に、当機構から本件業務の履行場所を含む区域を

措置対象区域とする指名停止を受けていないこと。 

４．暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者若しくはこれに準ずる者でないこ

と。 

５．配置予定運転手については、競争参加資格確認申請書等提出期限の日から起算して

３年前以降重大な違反及び重大な事故(有責のもの)がなく、安全に車両の運行管理

を遂行する事ができること。 

６．貴重品運搬警備業務車両を二台以上保有し、貴重品輸送途中、事故等発生した場合

は、予備車を配車する等遅滞なく適切な対応が可能なこと。 

７．日本国内において機構職員が行う立会検査に応じられる者であること。 

８．本公示、仕様書及びオープンカウンター方式による見積合せ説明書等を承諾してい

ること。 

 

以上 
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別記様式３ 

 

令和６年  月  日 

秘密保持に関する念書 

 

独立行政法人都市再生機構 九州支社 

支社長 間瀬 昭一 殿 

（入札参加希望者） 

住 所 

名 称 

代表者           ㊞ 

 

 

           （以下「当社」といいます)は、令和５年度貴重品運搬警備業

務の入札に関する資料(以下｢本資料｣といいます)を受領するにあたり、貴機構から開

示される情報について以下の事項を遵守することを確約します。 
 

(情報の定義) 

第１条 本書において、｢秘密情報｣とは、口頭、書面、電子媒体(フロッピーディスク、

電子メール等)その他の開示方法を問わず、貴機構が当社に開示する本物件に係る一

切の情報とします。 

 

(対象外の情報) 

第２条 前条の定めにかかわらず、本物件に係る次の情報については、当社は本書に定

める義務を負わないものとします。 

一 貴機構より開示を受けた時点で、既に当社が保有していた情報 

二 貴機構より開示を受けた時点で、既に公知であった情報 

三 貴機構より開示を受けた後に、当社の責によらず公知となった情報 

四 正当な権限を有する第三者から、当社が貴機構に対する秘密保持義務を負う

ことなく入手した情報 

五 開示された情報によらずして、当社が独自に開発した情報 

六 貴機構が秘密保持義務を課することなく第三者に開示した情報 

 

(情報の使用目的) 

第３条 当社は、本書における秘密情報を本資料により応札を検討する目的（以下「本
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件目的」といいます）のためのみに使用するものとし、他の目的に使用しないことに

同意します。 

 

(情報の開示対象) 

第４条 当社は、貴機構の事前の書面による承諾なくして、秘密情報をいかなる第三者

に対しても開示または漏洩せず、機密として保持するものとします。 

２ 当社は、法令等に基づき開示義務を負い、または官公庁・裁判所・捜査当局等の

公的機関から正当な権限に基づき開示を求められた場合、これらの機関等に対して

秘密情報を開示できるものとします。 

 

(善管注意義務) 

第５条 当社は、善良なる管理者の注意をもって、秘密情報が本書に反して開示・漏洩

されないように措置を講じるものとします。 

 

(情報の返還・破棄) 

第６条 当社は、貴機構から請求のあった時は、貴機構の指示に従い直ちに秘密情報を

返還または破棄します。 

 

(損害賠償) 

第７条 当社及び当社より秘密情報を開示した第三者が故意または過失により本書の

各条項に違反し、これに基因して貴機構に損害を与えた場合には、当社はその一切の

損害を賠償する責を負います。 

 

(有効期間) 

第８条 本書の有効期間は、本書締結日から３年間とします。また、第６条に基づく返

還もしくは破棄が行われた後は本書に定める権利・義務は消滅するものとします。た

だし、本書失効後も、第３条から第７条まで、及び第 11 条の規定については有効に

存続するものとします。 

 

(秘密情報の内容) 

第９条 当社は貴機構が秘密情報の内容の正確性・真正性・完全性について何等の保証

を行うものではないことを了承します。 

 

(協議) 

第 10 条 本書に定めのない事項、あるいは本書に関し疑義が生じた事項については、

貴機構と誠意をもって協議の上、解決を図るものとします。 
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(準拠法) 

第 11 条 本書は、日本法を準拠法とし、日本法に従って解釈されるものとします。本

書に関して生じた紛争については福岡地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所

とします。 

 

以 上 

対象資料 

  令和５年度貴重品運搬警備業務に関する資料一式 

 


